公務員の労働基本権
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文責　佐藤有佳　大塚佐織

〈前提知識〉

○労働基本権（憲法２８条）の目的は？
→「労働基本権の保障の狙いは・・・・・・いわゆる生存権の保障を基本理念とし、・・・・・・経済上劣位に立つ勤労者に対して実質的な自由と平等とを確保するための手段として、その団結権、団体交渉権、争議権等を保障しようとするものである」。（全逓東京中郵事件判旨より）

○そもそも公務員は勤労者にあたるのか？
→「労働基本権は、たんに私企業の労働者だけについて保障されるのではなく、公共企業体の職員はもとよりのこと、国家公務員や地方公務員も、憲法２８条にいう勤労者にほかならない以上、原則的には、その保障を受ける」。（全逓東京中郵事件判旨より）
　　　　⇓
しかし、公務員の労働基本権は、他の労働者の労働基本権とは異なり、法律によって制限される。







○現在の公務員の労働基本権の制限のあり方
[image: ]

　※非現業公務員：公権力に直接携わる仕事をする公務員
　現業公務員　：非権力的な仕事をする公務員

⇒ここでは、主に非現業の公務員と国営企業の公務員の争議権について考えていく

参考・・・公務員の人数
・国家公務員　約６３．９万人
・地方公務員　約２７６．９万人
（平成２５年度）


○公務員の労働基本権のとらえ方の変遷
最高裁は、公務員の労働基本権についてどのように考えているのだろうか。

「公務員の労働基本権制限に関する最高裁判例の動向は、一般に３期に分けて説明されている」（全逓東京中郵事件解説より）

・第１期・・・抽象的な「公共の福祉」論や「全体の奉仕者」論に基づいて、広く公務員の労働基本権制限法制が承認された時期（代表的な判例として、政令201号判決　最大判昭和２８・４・８が挙げられている）

・第２期・・・労働基本権制限規定を限定的に解釈しようとする姿勢が示される時期（全逓東京中郵事件判決　裁大判昭和４１・１０・２６～全農林警職法事件判決　最判昭和４８・４・２５の時期とされている）

・第３期・・・改めて「公務員の地位の特殊性と職務の公共性」を強調して、全面的な争議禁止を合憲とする時期（全逓名古屋中郵事件　最大判昭和５２・５・４が挙げられている）


〈関連条文〉
労働組合法
第１条１項
この法律は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進することにより労働者の地位を向上させること、労働者がその労働条件について交渉するために自ら代表者を選出することその他の団体行動を行うために自主的に労働組合を組織し、団結することを擁護すること並びに使用者と労働者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉をすること及びその手続きを助成することを目的とする。

第１条２項
刑法（明治四十年法律第四十五号）第三十五号の規定は、労働組合の団体交渉その他の行為であつて前項に掲げる目的を達成するためにした正当なものについて適用があるものとする。但し、いかなる場合においても、暴力の行使は、労働組合の正当な行為と解釈されてはならない。

参考：刑法第三十五号　法令又は正当な業務による行為は、罰しない。

憲法
第１５条【公務員選定罷免権、公務員の本質、普通選挙の保障、秘密投票の保障】
第２項
すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。

第２１条【集会・結社・表現の自由・通信の秘密】
第１項
集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。


第２７条【勤労の権利及び義務、勤労条件の基準、児童酷使の禁止】
第１項
すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。
第２項
賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。


第２８条【勤労者の団結権】
勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する。


地方公務員法
第３７条
第１項
職員は、地方公共団体の機関が代表する使用者としての住民に対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は地方公共団体の機関の活動能率を低下させる怠業的行為をしてはならない。又、何人も、このような違法な行為を企て、又はその遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおつてはならない。

第６１条
次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。
４号
何人たるを問わず、第三十七条第一項前段に規定する違法な行為の遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおり、又はこれらの行為を企てた者


国家公務員法
第９８条
第２項
職員は、政府が代表する使用者としての公衆に対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をなし、又は政府の活動能率を低下させる怠業的行為をしてはならない。又、何人も、このような違法な行為を企て、又はその遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおつてはならない。

第１１０条
第１項
次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。
第１７号
何人たるを問わず第九十八条第二項前段に規定する違法な行為の遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおり、又はこれらの行為を企てた者

政令２０１号
第１条
第１項
任命によると雇傭によるとを問わず、国又は地方公共団体の職員の地位にある者（以下公務員といい、これに該当するか否かの疑義については、臨時人事委員会が決定する。）は、国又は地方公共団体に対しては、同盟罷業、怠業的行為等の脅威を裏付けとする拘束的性質を帯びた、いわゆる団体交渉権を有しない。但し、公務員又はその団体は、この政令の制限内において、個別的に又は団体的にその代表者を通じて、苦情、意見、希望又は不満を表明し、且つ、これについて十分な話合をなし、証拠を提出することができるという意味において、国又は地方公共団体の当局と交渉する自由を否認されるものではない。
第２項
給与、服務等公務員の身分に関する事項に関して、従前国又は地方公共団体によつてとられたすべての措置については、この政令で定められた制限の趣旨に矛盾し、又は違反しない限り、引き続き効力を有するものとする。
第３項
現に繋属中の国又は地方公共団体を関係当事者とするすべての斡旋、調停又は仲裁に関する手続は、中止される。爾后臨時人事委員会は、公務員の利益を保護する責任を有する機関となる。

第２条
第１項
公務員は、何人といえども、同盟罷業又は怠業的行為をなし、その国又は地方公共団体の業務の運営能率を阻害する争議手段をとつてはならない。
第２項
公務員でありながら前項の規定に違反する行為をした者は、国又は地方公共団体に対し、その保有する任命又は雇傭上の権利をもつて対抗することができない。

第３条
第２条第１項の規定に違反した者は、これを１年以下の懲役又は５千円以下の罰金に処する。


公共企業体等労働関係法
第17条【争議行為の禁止】
第1項
職員及びその組合は、(国営企業に対して)同盟罷業、怠業、その他業務の正常な運営を阻害する一切の行為をすることができない。又職員は、このような禁止された行為を共謀し、そそのかし、若しくははあおつてはならない。

第2項　
公共企業体等は、作業所閉鎖をしてはならない。

第18条
前項の規定に違反する行為をした職員は、解雇されるものとする。



〈関連判例〉

【第一期】
政令201号事件（最大判昭和２８・４・８）
事件の概要
　1948年、芦田内閣が公務員の争議行為を禁止する政令201号を発した。これに対し不満を持った国鉄仙台鉄道所属の機関助士である被告人らは、同政令の撤回などを要求し、無断欠勤したため、同政令２条１項、３条違反として起訴された。

判旨
　「国民の権利はすべて公共の福祉に反しない限りにおいて立法その他の国政の上で最大の尊重をすることを必要とするのであるから、憲法２８条が保障する勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利も公共の福祉のために制限を受けるのはやむを得ないところである。殊に国家公務員は、国民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならない性質のものであるから、団結権団体交渉権等についても、一般の勤労者とは違って特別の取り扱いを受けることがあるのは当然である。」

要点
・公務員の労働基本権が制約を受ける根拠は公共の福祉や全体の奉仕者であるという点にあるとした。(抽象的な基準)



【第二期】
全逓東京中郵事件（最大判昭和４１・１０・２６）
事件の概要
　全逓信労働組合の役員であった被告人ら８名は、昭和３３年の春季闘争の際に東京中央郵便局の多数の従業員に対して、勤務時間内に食い込む職場大会に参加するよう説得し、実際に３８名の従業員を職場から離脱させ、郵便物不取扱罪の教唆罪に当たるとして起訴された。
（公労法上は罰則なし→郵便法で起訴）

郵便法
第79条
第１項
郵便の業務に従事する者が殊更に郵便の取り扱いをせず、又はこれを遅延させたときは、これを1年以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。

第2項
郵便の業務に従事する者が重大な過失によつて郵便物を失つたときは、これを30万円以下の罰金に処する。

下級審判決
第１審：本件郵便物不取扱を労働組合法１条２項にいう正当な争議行為と認め、郵便法違反の罪は違法性が阻却され成立せずその教唆罪も成立しないとして被告人らに無罪を言い渡した。
第２審：公共企業体等の職員は公労法(旧公共企業体等労働関係法)１７条により、争議権事態を否定されているのであるから争議行為の正当性如何に関わらず労働組合法１条２項の適用を受けることはないとして、破棄差戻し。
　→この判決に対し、被告人らは、公労法１７条が憲法２８条に違反して無効であるとして上告。

判旨
　破棄差戻し
・「労働基本権は、たんに私企業の労働者だけについて保障されるのではなく、公共企業体の職員はもとよりのこと、国家公務員や地方公務員も、憲法２８条にいう勤労者にほかならない以上、原則的には、その保証を受ける」。しかし、「労働基本権は、…何らの制約も許されない絶対的なものではないのであって、国民生活全体の利益の保証という見地からの制約を当然の内在的制約として内包している」。

・合憲となる制約は、
　①「労働基本権を尊重確保する必要と国民生活全体の利益を維持増進する必要とを比較衡量して」、「合理性の認められる必要最小限度のものにとどめなければなら」ず、
　②「職務または業務の停廃が・・・・・・、国民生活に重大な障害をもたらすおそれのあるものについて、これを避けるために必要やむを得ない場合について考慮され」、
　③「違反者に対して課せられる不利益については、必要な限度をこえ」てはならず、「刑事制裁を科することは、必要やむを得ない場合に限られる」。
　④「労働基本権を制限することがやむを得ない場合には、これに見合う代償措置が講ぜられなければならない」。
　以上の諸点は、「法律を解釈適用するに際しても、十分に考慮されなければならない」。

・公労法１７条１項は、３公社５現業の業務に従事する職員及びその組合は「公共企業体等に対して同盟罷業、怠業その他業務の正常な運営を阻害する一切の行為をすることができないこと……このような禁止された行為を共謀し、そそのかし、またはあおってはならないことを規定し、」「憲法２８条の保証する争議権を制限するものであることは明らかである。」しかし、この規定が憲法２８条に「違反するものでないことは、すでに当裁判所の判例とするところであり……違憲でないとする結論そのものについては、今日でも変更の必要を認めない」。

・「公労法は刑事制裁に関して、何も規定していないから、これを科さない趣旨である」が、争議行為が政治的目的によるものである場合や、社会の通念に照らして不当に長期に及ぶときのように「国民生活に重大な障害をもたらす場合には、……刑事制裁を免れない」。
　＝正当な争議行為であれば違法性が阻却される

→争議行為が労組法１条２項に照らして「正当なものであるかいなかを具体的事実関係に照らして認定判断し……罪責の有無を判断しなければならない」

・政治目的の争議行為、暴力をともなう争議行為、不当に長期に及ぶ争議行為は、正当な争議行為ではない。


要点
・政令２０１号事件のように、１５条に基づく「全体の奉仕者」論に即して公務員の労働基本権をすべて否定するような考え方はとられなくなった。
・制限が合憲となる４条件を挙げた。→それに照らして公労法１７条を合憲とした。
・労働基本権制限規定を限定的に解釈し、公共企業体等の職員に対する争議行為禁止法制につき、合憲と判断しつつも正当な争議行為には違法性が阻却される旨を明らかにした（合憲限定解釈）。
　　　
↓この流れを発展させたものとして


東京都教組事件（最大判昭和４４・４・２）
事件の概要
　昭和３３年４月、東京都教職員組合は、文部省が企図した公立学校教職員に対する勤務評定の実施に反対する日本教職員組合の方針にのっとり、一斉休暇闘争を行った。組合の執行委員長ら被告人は、その闘争にあたり指令を配布し、趣旨を伝達したが、この行為が地方公務員法３７条及び６１条４号により禁止されている争議行為のあおりに該当するとして起訴された事案。

下級審判決
　第１審：憲法３１条の趣旨に沿って地公法６１条４号を限定解釈し、争議行為の煽動者とは通常行われる方法よりも違法性の強い方法をもって煽動したもの疎開するのが相当としたうえで、被告人らの行為はこれに該当せず、いずれも無罪であるとした。
第２審：限定解釈は誤りであるとして退け、地公法の処罰の対象は「争議行為の原動力となり、これを誘発、指導、助成する」者であるとし、被告人を有罪とした


判旨
原判決破棄・自判(被告人無罪)

・地公法３７条、６１条４号の各規定が、「文字通りに、すべての地方公務員の一切の争議行為を禁止し、これらの争議行為の遂行を共謀し、そそのかし、あおる等の行為をすべて処罰する趣旨と解すべきものとすれば……公務員の労働基本権を保障した憲法の趣旨に反」するおそれがある。「しかし、法律の規定は、可能なかぎり、憲法の精神にそくし、これと調和しうるよう、合理的に解釈されるべきもので」ある。

・「地方公務員の行為が地公法３７条１項の禁止する争議行為に該当する違法な行為と解される場合であっても、それが直ちに刑事罰をもってのぞむ違法性につながるもの」ではなく、６１条４号は「争議行為自体が違法性の強いものであることを前提とし、そのような違法な争議行為等のあおり行為等であってはじめて、刑事罰をもってのぞむ違法性を認めようとする趣旨と解すべき」である。（合憲限定解釈）

・「あおり行為等にさまざまの態様があり、その違法性が認められる場合にも、その違法性の程度には強弱さまざまのものがありうる。それにもかかわらず、……一律にあおり行為等を刑事罰をもってのぞむ違法性があるものと断定することは許されない」。


要点
・地方公務員法の争議行為禁止規定を文字どおりに解釈すれば、「違憲の疑を免れないであろう」と言い切り、争議行為禁止規定と制裁規定両方に厳しい限定解釈をほどこした。（合憲限定解釈）
・争議行為にも種々の態様があるとして、具体的な行為について検討した。
・地方公務員法には６１条による処罰規定があり、争議行為を煽るなどしたものには罰則が科せられている。そのため違憲になるのではないかと考えられたが、６１条で処罰される争議行為とは違法性の強いものであるとし、正当な争議行為には適用されないため合憲であると示した。そしてその中で、あおり行為にも違法性の強弱があることを示し、その中で違法性の強いものを処罰する規定が６１条であると考えられた。(二重の絞り論)


・合憲限定解釈とは・・・「違憲判断の回避」と位置づけられるものであり、文言それ自体をみれば違憲の可能性が高い法律の内容を憲法の規定の趣旨から補充あるいは限定することによって、法律の意味を合憲的に確定するような解釈である。

【第三期】
全農林警職法事件（最大判昭和４８・４・２５）
事件の概要
全農林労働組合役員が、警察官職務執行法改正案に反対するため、農林省職員に職場大会への参加をそそのかし争議行為を煽った等として、国家公務員法１１０条１項１７号により起訴された。

下級審判決
第１審：国公法１１０条１項１７号の対象となる行為を限定的に解釈した上で被告人を無罪とした。

第２審：争議行為の中でもとりわけ政治ストは刑事制裁を免れないとし、１審の限定解釈を否定。被告人を５万円の罰金刑に処した。被告人が上告。

判旨
上告棄却。
・「公務員の地位の特殊性と職務の公共性にかんがみるときは、これを根拠として公務員の労働基本権に対し必要やむをえない限度の制限を加えることは、十分合理的な理由がある」。

・「公務員は、公共の利益のために勤務する者であり、公務の円滑な運営のためには、その担当する職務内容の別なく、それぞれの職場においてその職責を果たすことが必要不可欠であって、公務員が争議行為に及ぶことは、その地位の特殊性及び職務の公共性と相容れ」ず、「多かれ少なかれ公務の停廃をもたらし、その停廃は勤労者を含めた国民全体の共同利益に重大な影響を及ぼすか、またはその虞れがあるからである」。

・私企業の場合は、使用者は「作業所閉鎖（ロックアウト）をもって争議行為に対抗」でき、「労働者の過大な要求を容れることは、・・・・・・企業そのものの存立を危殆ならしめ、ひいては労働者自身の失業を招くという重大な結果をもたらすことにもなる」ため「労働者の要求はおのずからその面よりの制約を免れず」、「争議行為に対しても、いわゆる市場の抑制力が働く」。他方「公務員の場合には、そのような市場の機能が作用する余地がないため、公務員の争議行為は場合によっては一方的に強力な圧力となり、この面からも公務員の勤務条件決定の手続をゆがめることとなる」。

→公務員の争議行為が私企業における争議行為と異なる制約に服すべきものとなしうることは当然

・「法は、これらの制約に見合う代償措置として身分、任免、服務、給与その他に関する勤務条件についての周到詳密な規定を設け、さらに中央人事行政機関として準司法機関的性格をもつ人事院を設けている」。→勤務条件法定主義

・違法な争議行為をあおる等の行為をする者は、違法な争議行為に対する原動力を与える者として、単なる争議参加者に比べて社会的責任が重いのであり、・・・・・・その者に対しとくに処罰の必要性を認めて罰則を認めることは、十分に合理性があ」り、国公法１１０条１項１７号は憲法１８条、２８条に違反しない。

要点
・公務員の地位の特殊性と職務の公共性を強調
・人事院等の代償措置を公務員の争議権制約の根拠に挙げている。
・あおり行為等をした者を、違法な争議行為に原動力を与える者として処罰を認めている。

全逓名古屋中郵事件（最大判昭和５２・５・４）
事件の概要
全逓の組合役員であった郵政省職員が、全逓名古屋中央郵便局支部が勤務時間内にくい込む職場大会による闘争を行った際、郵便局施設内に立ち入り、組合員に対して同職場大会に参加することを呼び掛けたことが、郵便法７９条１項および建造物侵入罪に該当するか争われた。

下級審判決
　控訴審判決：全逓東京中郵事件判決に照らして、被告人らの行為は正当な争議行為ということができるとして、これを有罪とした１審判決を破棄して無罪を言い渡した。
検察官が上告。

判旨
原判決破棄、両罪の成立肯定。
・「本件における争点は、同法（公労法）１７条１項に違反して行われた争議行為が、他の法律に定められた罰則・・・の構成要件にあたる場合に、それに対しなおも労組法１条２項の適用があり、正当な争議行為であると認められるときは違法性を阻却するものと解すべきかどうかの問題にほかならない」。

・「非現業の国家公務員の場合、その勤務条件は、憲法上、国民全体の意思を代表する国会において法律、予算の形で決定するべきものとされており、労使間の自由な団体交渉に基づく合意によって決定すべきものとはされていないので、私企業の労働者の場合のような労使による勤務条件の共同決定を内容とする団体交渉権の保障はなく、右の共同決定のための団体交渉過程の一環として予定されている争議権もまた、憲法上、当然に保障されているものとはいえないのである。」

要点
・議会制民主主義（勤務条件法定主義）を公務員の争議権制限の根拠に挙げている。
・公務員の地位の特殊性と職務の公共性にかんがみ、争議行為及びその煽り行為を職務内容の別なく一律に禁止した国公法98条5項及び争議行為の煽り行為に対し刑事罰を規定した国公法110条1項17号を、限定解釈を加えることなく合憲と判断した。

参考条文
憲法７３条
内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。
４号
法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。

憲法４１条
国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。

憲法８３条
国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければならない。


全農林警職法事件最大判と名古屋中郵事件裁大判の違い（『公務員労働基本権の再構築』　渡辺　賢）
・両判決は「いずれも公務員の争議行為禁止規定を、限定解釈することなく、合憲とする点では同一線上にあるものであるが、合憲とする論拠については重心の置き方に若干の、無視できない変化がある。」
・「すなわち、全農林警職法事件最大判は、公務員の争議行為禁止規定を合憲とする論拠の中心に、公務員の地位の特殊性と職務の公共性を置いており、このような地位の特殊性・職務の公共性が公務員の争議行為を認めることと「相容れない」、すなわち「二律背反の関係に立つ」ものとみている。」

・「名古屋中郵事件最大判の立論の中心は、公務員（現業・非現業を含む）の勤務条件決定には、「財政民主主義に表れている議会制民主主義の原則」が適用される結果、公務員は「労使による勤務条件の共同決定を内容とするような団体交渉権ひいては争議権を憲法上当然には主張することのできない立場にある」こと、すなわち「労使による勤務条件の共同決定を内容とする団体交渉権」の保障と、国会の勤務条件決定権限とが「二律背反」の関係にあるとする点にあ」る。


岩教組学テ事件（最大判昭和５１・５・２１）
事件の概要
岩手県教員組合中央執行委員７名が、全国一斉学力調査の実施を阻止するため、市町村立中学校教員に、調査の実施を阻止すべき旨を記載した指令所、および当日テストが事実上行われない状態にするようにとの指示書を発出した。このうち数名は口頭での小中学校校長への呼びかけや、テスト立会人らの来校を阻止するための立ちふさがりなどをし、地方公務員法６１条４号、３７条１項、道路交通法１２０条１項９号、７６条４項２号、刑法６０条に該当するとして起訴された。

下級審判決
　第１審：全員有罪。
　第２審：地公法違反に関しては、全逓東京中郵事件判決に沿った合憲限定解釈に基づき、「争議行為に必要不可欠かまたは通常随伴する行為であって、その手段、態様において正当性の限界を超えないもの」として可罰的違法性がないとし、道交法違反についても労働組合法１条２項の正当行為にあたるとして違法性を阻却。１審判決を破棄し無罪とした。検察側が上告。

判旨
原判決破棄。被告人らの本件各控訴棄却。
・全農林警職法事件最高裁判決の見解は、「非現業国家公務員の労働基本権、特に争議権の制限に関する憲法解釈についての基本的見解を示したが、右の見解は、今日においても変更の要を認めない。そして、右の見解における法理は、非現業地方公務員の労働基本権、特に争議権の制限についても妥当するものであ」る。

・全農林判決で指摘された制約に見合う代償措置についても、地公法上「国家公務員の場合とほぼ同様な勤務条件に関する利益を保障する定めがされ」、人事院委員会または公平委員会の制度も設けられており、「必ずしも常に人事院の場合ほど効果的な機能を実際に発揮しうるものと認められるかどうかにつき問題ではないではないけれども、なお中立的な第三者的立場から公務員の勤務条件に関する利益を保障するための機構としての基本的構造をもち、且つ、必要な職務権限を与えられている……点においては人事院制度と本質的に異なるところはなく……地方公務員の労働基本権の制約に見合う代償措置としての一般的要件を満たしている」


要点
・全農林警職法事件最高裁判決を踏襲。公務員に憲法２８条の保障が及ぶとしつつも、地位の特殊性と職務の公共性、勤務条件法定主義、議会制民主主義の観点から一定の制約を認め、代償措置のあることをもって地公法による制約を合憲とする点において、地方公務員も国家公務員と同じように取り扱った。
・地方公務員の代償措置の効果に疑問を示しながらも、代償措置として認め、これを公務員の争議権の制限の根拠に挙げている。


[bookmark: _GoBack]〈その後の公務員の争議行為の推移と現状〉
～公共企業体等労働関係法の変化とその対象～
公共企業体等労働関係法(1952年)
　　　いわゆる３公社５現業(日本専売公社・日本国有鉄道・日本電信電話公社・郵政・国有林野事業・造幣・印刷・アルコールの専売)
↓
1985年に電電公社・専売公社、1987年に国鉄が民営化され適用対象外に
↓
国営企業労働関係法　と改題(1987年)
　　　郵政事業・国有林野事業・造幣・印刷
↓
2002年　政府直営であった郵政事業が日本郵政公社として公共企業体となり対象に追加
↓
特定独立行政法人等の労働関係に関する法律　と改題(2002年)
　　　日本郵政公社・国有林野事業・造幣・印刷
↓
2013年、国有林野事業が一般会計事務化され対象が特定独立行政法人のみに
↓
特定独立行政法人の労働関係に関する法律　と改題(2013年)
↓
独立行政法人通則法の改正に伴い、行政執行法人の労働関係に関する法律に改題

⇒問題となっている法律の対象領域は、全逓東京中郵事件があった時から現在にかけて、公社の民営化などに伴い、大幅に縮小されている。

・上記の変化の影響、また労働組合の衰退を受け、2000年代になってからは目立った裁判は起きていない


〈ディベート論題〉
現状において公務員の争議権の制限はどのようなものであるべきか
1 公務員の労働基本権の制限は憲法28条に違反しないか
2 現状として、公務員の労働基本権の制限はどのようなものであるべきか
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・憲法判例百選Ⅱ[第６版]　有斐閣　2013年
・市川正人　『公務員の人権』ジュリスト　1089号173頁
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